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[image: image4.emf]企業の持続可能性への考え方

必要である 

ある程度必要

それほど必要ではない

必要ではない

わからない

その他

無回答


	ＣＳＲによる当該企業への効果を最大化するために、持続可能性報告書が注目されている。持続可能性報告書を作成する際に問題となるのが、報告バウンダリーについてだ。ある企業のＣＳＲについて報告バウンダリーの観点から考察すると、ＣＳＲの本質はもとより当該企業のビジネスが概観できる。報告バウンダリーについての理解を深めることで、ＣＳＲを理解すると同時に、企業を本質的に見る目を養っていただきたい。

●【持続可能性報告書の動向】

持続可能性報告書とは、ＣＳＲの取組内容・成果を社会に発信するものである。投資家や消費者などのステークホルダーからの持続可能性報告書の開示要求は強い。また、何よりも当該企業がＣＳＲにより企業価値を向上させるために持続可能性報告書の開示は必要不可欠である。近年、日本企業のＣＳＲに関する情報提供も、それまでの環境報告書から持続可能性報告書に取って替えられている。これは日本企業が環境からサステナビリティへとＣＳＲへの意識が変化したことを示唆している。

●【報告バウンダリーの意義】

報告バウンダリーは、持続可能性報告書にて開示対象となる単位組織を特定するものである。開示対象を考える際に問題となるのが、「自社」の範囲である。えてして不明瞭な「自社」の範囲を報告バウンダリーによって明示することは、持続可能性報告書の作成の上で重要である。

●【ＧＲＩの提唱する報告バウンダリー】

ＧＲＩは、「持続可能性のリスク・インパクトにかかわる重要性」と「バリューチェーン内の主体に対する支配力・影響力」の二軸で報告バウンダリーを設定することを提案している。これを基に基準バウンダリーを設定することで報告書ユーザーの便宜を図る。報告バウンダリーを考える際に、報告書ユーザーのニーズへの合致、そしてユーザーの意思決定にとって重要な情報を反映するような方法で報告することが大変重要である。
●【情報入手における困難】
持続可能性報告書を作成する際に、開示対象の情報を精緻に開示することが重要である。しかし、特に、報告組織の支配下にない単位組織については情報の入手が困難である場合に直面する。この問題に対処するために、情報入手が困難である単位組織を選別してその原因を明らかにすると共に、それぞれについて対策を考えた。


0． はじめに

このレポートは、持続可能性報告書におけるバウンダリーに関するものである。レポートの構成は以下である。
第１章では、持続可能性報告書について日本におけるその動向を交えて述べる。そして、第２章では、前章を踏まえ、持続可能性報告書における報告バウンダリーの重要性について述べる。第３章では、報告バウンダリーの実践的な例としてＧＲＩ(Global Reporting Initiative)が提唱する報告バウンダリーを紹介する。ＧＲＩは持続可能性報告書のガイドラインを策定、普及させることを目的とした国際的プログラムである。ＧＲＩの提唱する報告バウンダリーは、現状で最も体系化され、社会に最も受け入れられている報告バウンダリーの理論である。最後に、第４章で、報告バウンダリーに関して情報入手の困難性について考察する。
1． 持続可能性報告書の動向
(1) 持続可能性報告書について
ＣＳＲの取組内容・成果を社会に発信するのが持続可能性報告書
発表で述べたように、近年、社会的な構造変化や競争優位の獲得のためにＣＳＲに順ずる企業活動が盛んに行われている。このような企業のＣＳＲに関する取組内容を社会に発信する役割を担うのが持続可能性報告書である。
持続可能性報告書の発行ニーズは大きい

ＳＲＩに関する投資家やＬＯＨＡＳ市場に代表される消費者に加え、欧米の環境・社会関連の調査機関やＮＧＯ等からのＣＳＲの取組内容の開示の要求は強まっている。また、報告書を発行する企業にとっても、企業価値向上の有用なツールとして持続可能性報告書の発行ニーズは高まっている。
(2) 日本企業の報告書の動向
[image: image5.emf]持続可能性が必要であると考える理由
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環境報告書中心の日本企業
戦後の公害問題を始めとした歴史的な経緯から(詳細は発表を参考にせよ)、日本企業は環境問題に強い関心を寄せてきた。この傾向はさらに強まっており、このことは企業の発行する環境報告書の増加数からも伺える。
持続可能性報告書の増加
しかし、ここ数年、ＣＳＲが語られる機会が増えるとともに多くの企業の環境報告書がＣＳＲ報告書に衣替えしている。新日本監査法人によれば、持続可能性報告書あるいはＣＳＲ報告書といった名称の報告書が増加している。内容面を見ても、トリプルボトムラインの成果報告を記載している企業が大幅に増えている。
補足)トリプルボトムライン
トリプルボトムラインとは、企業を財務パフォーマンスのみを評価するのではなく、企業活動の環境的側面、社会的側面、経済的側面の３つの側面から評価することを指す。
[image: image6.wmf] 

(出所)MITUE LINKS「ＣＳＲ・サステナビリティ関連用語集」
(3) 環境からサステナビリティへ
企業へ求められるものの増大、多様化
今、企業に求められているのは、環境対応に限ったものではない。９１１テロで高まる国際紛争の懸念や、日本の社会の食品メーカーによる食品ラベル偽装問題や日米企業の不正会計などの企業不祥事から、企業に対する社会の目はますます厳しさを増している。
途上国における人権や労働者の権利、消費者への誠実な対応、食品の安全性、誠実な企業経営などにも配慮した社会的な取り組みなども、同様に企業に求められるようになった。
サステナブルな経営へ
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上述のような企業のＣＳＲへの取り組みを社会に対して発信するのが持続可能性報告書である。日本においてもそのニーズは高まっており、企業はサステナビリティを強く認識し始めたといえる。下図は、すでに環境報告書を作成している企業に対して持続可能性報告書に関するアンケートを行ったもの。
2． 報告バウンダリーとは
(1) 「自社」の範囲
不明瞭な「自社」の範囲
企業にはさまざまなステークホルダーからさまざまな問題提起がなされる。ここで、問題となるのが「自社」の範囲である。

「自社」の影響を与えるステークホルダーとして、持続可能性報告書における開示対象はどこまで広げるべきか。企業が自己の問題として報告すべき、または責任を負うべき範囲は不明瞭である。この「自社」の範囲は、ＣＳＲが問いかける本質的問題の一つといえる。

拡大する「自社」の範囲
ニッセイ基礎研究所は、持続可能性報告書における報告範囲が二つの軸において拡大している、と指摘する。一つは、「経営範囲」の国内単独から海外を含む財務連結への拡がりである。もう一つは、「サプライチェーン・マネジメント」の拡がりである。

例えば、企業にはさまざまな調達先や外注先が存在する。特に外注先は、近年、コールセンター業務から人事業務などその範囲は急速に拡大している。また、多角化が進めば、関係するステークホルダーはさらに急増する。

[image: image8.emf]日本企業の環境報告書発行の状況
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このように、経営範囲とサプライチェーン・マネジメントの双方で「自社」の範囲は拡大しており、この点がさらなる不明瞭化を促している。
(2) 報告バウンダリーの定義

報告バウンダリーの定義
「自社」の範囲を明示し、持続可能性における開示対象となる単位組織を定義するのが報告バウンダリーである。
報告バウンダリーは、リスク管理のプロセスとも一致
報告バウンダリーは、報告組織のリスク管理のプロセスの一部としても有益である。報告バウンダリーを設定することで、管理すべき戦略的リスクと機会、およびそれらに対する自身の支配や影響の程度を理解し、伝達することができるからである。

3． 実践的報告バウンダリー
(1) 報告バウンダリーの理解

バウンダリーの設定に用いる概念は「重要性」と「支配・影響」
ＧＲＩは、持続可能性報告書のバウンダリーについて、「持続可能性のリスク・インパクトにかかわる重要性（Significance）」と「バリューチェーン内の主体に対する支配力・影響力（Control / Significant Influence）」の二軸で設定することを提唱している。(支配や影響の定義は後述)
報告対象となる組織の把握
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ＧＲＩの考えに従えば、報告組織のバリューチェーンにおける単位組織ないしは単位組織群を以下の図において配置することができる。これにより、当該報告組織にとってどの単位組織がその報告バウンダリー(ここでは下図右上の網掛部)に含まれるかが見えてくる。(下図参照)
ただし、単位組織の位置は持続可能性の課題によって変わる場合がある。例えば、海外のコールセンターは、顧客サービスを外注に依存している会社にとっては労働慣行の面できわめて重要であるが、組織の環境に与えるインパクトの点ではそれほど重要ではない。
パフォーマンス指標について

ＧＲＩのパフォーマンス指標は、「分野」、「側面」、「指標」の３階層で体系化している。分野および側面の一覧については、ＧＲＩガイドライン日本語版の４１～４２ページを参照されたい。

(2) 報告バウンダリー設定の原則
以下の３つの原則は、バウンダリー設定とその開示についての決定を司るものである。これらの原則は、ＧＲＩガイドラインのパートＢにおける報告原則、とくに網羅性（completeness）、比較可能性（comparability）、適合性（relevance）および持続可能性の状況（sustainability context）に由来し、両立するものである。
これらの原則は、報告書ユーザーのニーズに合致し、かつユーザーの意思決定にとって重要な情報を反映するような方法で報告することがいかに重要かを強調している。従って、報告組織が報告バウンダリーを設定する時、またリスク、インパクト、および支配・影響について関連の評価を行う際に、利害関係者を参画させることが重要である。
◇報告バウンダリー設定の原則◇
<原則①>
持続可能性報告書の対象となる単位組織
持続可能性報告書は、事業および/または財務の方針および/または活動に関して、報告組織が支配または重要な影響を及ぼす重要なリスクもしくはインパクトを生成するすべての単位組織を対象としなければならない。

<原則②>

基準バウンダリーの設定
報告書は、持続可能性のすべての側面に共通する「基準バウンダリー」（reference boundary）を定めなければならない。基準バウンダリーとは異なるバウンダリーが持続可能性の特定の側面に適用された場合は、それを基準バウンダリーとの関係で明示しなければならない。

<原則③>

バウンダリーとその採用理由の明示
採用した基準バウンダリーについてはこれを明確に開示するものとし、その採用理由を、単位組織のリスクとインパクトの重要性に従って説明しなければならない。異なるバウンダリーを適用する際はそのバウンダリーを選んだ理由についても、報告書ユーザーに明確に説明しなければならない。

(出所)ＧＲＩ「ＢＯＵＮＤＡＲＹ ＰＲＯＴＯＣＯＬ」
(3) 報告バウンダリー設定のプロセス
報告組織が報告バウンダリーを設定するための基本プロセスは、以下の通りである。
<ステップ①>

リスクとインパクトの特定

報告組織およびそのバリューチェーン状の単位組織の活動に関連する持続可能性のリスクとインパクトを分析する。換言すれば、バリューチェーンにおいて管理を必要とする重要な経済・環境・社会的側面(トリプルボトムライン)のリスクまたはインパクトを明確にする。これは一般のマネジメントプロセスの一部でもある。
<ステップ②>

重要性の評価
特定したリスクやインパクトの相対的な重要性を判断する。このとき、報告組織の絶対的要因（absolute factor）と報告組織固有の状況とを比較対照することになる。
補足)絶対的要因（absolute factor）
絶対的要因の例として、「サイズ」、「頻度」、「確率」、「期間」などが挙げられる。
<ステップ③>

支配・影響力の評価
重要なリスクやインパクトに関連する単位組織が、報告組織の支配もしくは重要な影響下にあるかどうかを判断する。
補足)持続可能性報告における「支配」
ＧＲＩは、「支配＝単位組織の財務および/または事業活動方針を統治する力」と定義している。財務報告における「支配」は、その関係から経済的利益を獲得する組織の能力に合致する。一方、持続可能性報告における「支配」とは、持続可能性のリスクおよびインパクトに影響を及ぼすべく単位組織を導く能力である。前者とりも幅広く捉えた概念といえる。支配を定義する具体的な基準については、ＧＲＩによる「ＢＯＵＮＤＡＲＹ ＰＲＯＴＯＣＯＬ」を参照されたい。
補足)重要な影響

ＧＲＩは、「重要な影響＝単位組織の事業活動方針の決定や実行に参加できる力」としている。ただし、その方針に対する支配または共同支配力は有しない。重要な影響について財務会計で定義される基準の他にも、報告組織が単位組織の事業方針と結果に重要な影響を与えることができる他のタイプの契約関係がある。重要な影響を定義する財務会計上の基準、ないしは契約関係については、ＧＲＩによる「ＢＯＵＮＤＡＲＹ ＰＲＯＴＯＣＯＬ」を参照されたい。
<ステップ④>
バウンダリーの確定

基準バウンダリーを設定し、単位組織および持続可能性の課題に従って、バウンダリーの引き方を決定する。この際、共通のプロセスを設定することにより、報告バウンダリーは比較可能な結果を示せるものでなければならない。また、基準バウンダリーを設定する目的は、どの単位組織がＧＲＩパフォーマンス指標に応えた記述に含まれているかを報告書ユーザーに明確に伝えることである。
特定の持続可能性の分野または側面における実際の報告バウンダリーは、基準バウンダリーと異なることもある。報告組織は、特定の課題の重要性によって、単位組織の対象範囲を基準バウンダリー以上に拡大することを選択することもできる。同様に、基準バウンダリー内で特定の課題について十分に報告するための情報を得ることができないため、より狭いバウンダリーを適用することもできる。
<ステップ⑤>
バウンダリーの開示
採用した基準バウンダリーを開示し、他のバウンダリーの基準バウンダリーからの偏差について説明する。この目的も、報告書ユーザーへの理解の促進である。ＧＲＩは持続可能報告書における情報の開示について、以下の三点を提唱している。
・どの単位組織が含まれるか、またその決定の根拠を述べること。
・報告書の情報が、報告組織の合弁会社、子会社、および組織が事業・プロジェクトや事業ユニットを展開している地域を、どの程度取り上げているかを述べる。これらの記載が不完全な場合は、その旨を述べて説明すること。

・バウンダリー設定および連結の規則が適用されていない部分を示し、その理由を述べること。

[image: image10.emf]日本企業の報告書の内容


4． 考察 ― 情報入手における困難の原因と対策
◇問題提起◇
報告組織が特定の単位組織群について報告しようとする場合、その報告能力は情報へのアクセス度合に依拠する。情報入手の困難性は、特に支配関係にない単位組織を報告対象にするときに生じる。なぜなら、報告組織の情報収集能力は、別の統治機構で管理されているパートナー組織の協力が得られるかどうかにかかっているからである。しかしながら、報告組織はそうしたいかなる現実の障壁をも持続可能性報告において開示すべきである。ここでは、そうした情報入手の困難の原因とともにそれらへの対策を考察する。
◇原因の追求◇
情報入手の困難性は、どういった理由から発生するか。この点について、報告対象である単位組織の立場を考えることで明らかにしたい。ここでは単位組織を以下のように(Ⅰ)～(Ⅳ)の企業群に分けて考えた。(下図参照)
まず、情報提供の意思の有無が挙げられる。
(Ⅰ)情報提供の意思がある企業
情報提供の意思があるにもかかわらず、実際には提供ができない場合がある。例えば、初めて情報提供を行うとき、パフォーマンス指標や事業分野に関する情報を収集するためのシステムが未整備であることが考えられる。
一方、情報提供の意思がない場合はどういった状況が考えられるだろうか。これについては、単位組織の企業(主にトップマネジメント)がＣＳＲの意義を感じている場合とそうでない場合に分けて考える。
(Ⅱ)情報提供の意思がないが、ＣＳＲの意義は感じている企業
情報提供の意思がないが、ＣＳＲの推進の必要性を感じている企業が存在する。それは、ＣＳＲのための情報提供を行うだけの財務的な体力がないことに起因する。これは、特に、単位組織が中小企業の場合に言える。上述のような情報提供のためのインフラを整備するには多大なコストを要する。コストとは、ＣＳＲを専門とする部署の設置やＣＳＲを推進するだけの知識・ノウハウの獲得といった物理的なコストである。
次に、ＣＳＲの意義を感じていない企業とはどのような企業であろうか。これについて単位組織が先進諸国企業である場合と発展途上国の企業である場合に分けて考える。
(Ⅲ)情報提供の意思がなく、ＣＳＲの意義を感じていない先進国企業
情報提供の意思がなく、ＣＳＲの意義を感じていない先進国企業とは、どういった企業であろうか。単位組織を規模の観点で区別すれば、大企業はこれに当てはまらない。なぜなら、昨今のＣＳＲが叫ばれる状況下で大企業がＣＳＲを無視し続けることは困難であるからだ。したがって、法人顧客を除けばＣＳＲに取り組まざるを得ない状況にはない中小企業がこれに当てはまろう。
中小企業がＣＳＲに消極的な理由として、上述のような物理的なコストも指摘できるが、それ以上に、ＣＳＲの理解不足によるコスト意識、つまり心理的なコストが挙げられる。ＣＳＲについて盛んに議論されているとはいえ、中小企業がそれを自社とは無関係のものとして傍観している例が少なくない。
(Ⅳ)情報提供の意思がなく、ＣＳＲの意義を感じていない発展途上国企業
発展途上国の場合、上述の物理的なコストと心理的なコストの両者がＣＳＲのための情報提供の障害になる場合が多い。特に、後者について発展途上国の場合には特別な理由があるように思われる。それは、ＣＳＲを経営者に意識させるだけの環境が不足していることに尽きる。ステークホルダーの観点から考えてみよう。企業の主なステークホルダーとして、株主、消費者、従業員、取引先、地域住民が挙げられる。例えば、株主に関しては、昨今ＳＲＩが意識されつつも、依然として途上国への投資は投機的な目的によるものである。また、消費者からの圧力も実感しづらい。児童労働などに対する不買運動などが起こっても、尚、現地工場では劣悪な労働環境が蔓延していることからもこの点が見てとれる。そして、従業員や地域住民のＣＳＲへの意識も非常に低い。唯一、ＣＳＲを強く意識する機会があるのは、グローバル企業を取引相手とした場合であろう。
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◇対策◇

ここでは、上記の(Ⅰ)～(Ⅳ)それぞれの単位組織に対して、情報入手のための対策を簡単に考えたい。
(Ⅰ)情報提供の意思がある企業 ― 関係を明確にした上でのノウハウの伝授
(Ⅰ)に属する単位組織の問題点は、情報提供のためのノウハウがないことであった。したがって、ノウハウの伝授を対策として講じるべきである。ここで重要であるのは、効率的な情報の吸い上げを主眼として、ノウハウを伝授すべきである点だ。支配関係にない単位組織の場合、報告組織との関係が曖昧であることが多い。報告組織に影響を与えるリスクとインパクトを特定するためにも双方の関係の明確化が鍵となろう。
(Ⅱ)情報提供の意思がないが、ＣＳＲの意義は感じている企業 ― ＳＲＩファンドの活用
(Ⅱ)に属する単位組織の問題点は、情報提供のための財務基盤が不足している点であった。したがって、単位組織がＣＳＲを目的とした効率的な資金調達を行う必要がある。効率的な資金調達を可能にする主たるものがＳＲＩファンドであろう。ＣＳＲに取り組むことを評価されて資金調達を行うという点で目的に合致する。
しかし、三菱総合研究所のエネルギー政策研究部の小西康哉氏は、「ＳＲＩファンドの企業スクリーニングに携わった際に、ＣＳＲに取組んだ結果として企業が成長しているのか、業績を伸ばし余力のある企業がＣＳＲに取組んでいるのか、のいずれであるかを判別できる明確な根拠を見出すには至らなかった。」と指摘している。このようなＳＲＩの納得のいく評価基準の有無は、当該単位組織にとっては重要な問題である。確かに、ＳＲＩファンドインデックスといった指標も存在するが、ステークホルダーから信頼を十分に獲得していないようである。

(Ⅲ)情報提供の意思がなく、ＣＳＲの意義を感じていない先進国企業 ― 経営者への呼びかけ
(Ⅲ)に属する単位組織の問題点は、ＣＳＲの理解不足によるＣＳＲへの心理的な負担であった。また、これらの多くが中小企業であった。中小企業は経営者の理念が組織に反映される度合いが大企業よりも強く、一旦方針が決まれば迅速に動ける機動力を持ち合わせている。これらを勘案すれば、とりわけ経営者へＣＳＲの重要性を訴えていくことが重要である。
この際に、特に、次に示す二点の理解を中小企業の経営者に促すべきである。

一つは、野村総合研究所の経営コンサルティング部の伊吹英子氏がいう「攻め」のＣＳＲである。伊吹氏は「企業がＣＳＲに取り組む本来の目的とは、社会的責任を果たすことで社会における評価・信用を高めて競争優位を築き、将来の成長基盤を整えることである。」と競争優位の源泉としてのＣＳＲへの積極的な取組みを提唱する。中小企業の経営者は、ＣＳＲを社会的要請の下、義務として捉えていることが多く、この誤認を改めさせるべきである。
もう一つは、競合他社との差別化のためのＣＳＲ対策についてのノウハウである。みずほ総合研究所によれば、差別化としてのＣＳＲ対策は環境対策以外であるとしている。同研究所は環境対策が差別化につながらない理由として、環境対策については各種規制の遵守など最低限やるべきことは決まっていることを指摘している。しかし、環境対策以外のＣＳＲ対策は戦略的な要素が強い反面、高度なノウハウが必要になる。この点に対策を講じなければならないだろう。
最後に、経済産業省が提唱する中小企業へＣＳＲを広める具体的な方策を紹介する。

○商工会議所や業種団体など影響力のある組織・団体を通じたＰＲが有効ではないか。

○ＣＳＲがどのような経営理念であるか、また、ＣＳＲの取組みが、企業のパフォーマンスにどのような影響があるかについての理解を、政府や産業団体が推進すること。大企業は、グループ企業や取引先企業の理解促進のための支援を自主的に行うこと。

○経済団体などによるＣＳＲ推進のためのチェックリストの作成と活用奨励、経済団体による優秀企業の表彰等インセンティブの活用。

○各社がグループ全体としての行動基準、資材調達基準にＣＳＲの側面を明確に盛り込み、展開を図ると共に、情報を共有化する。

○親企業に対する環境・社会格付けの実施と公表(サプライチェーンへの対応を評価基準項目に算入)、低コストかつより簡素な標準化システムの導入。
○サプライチェーンへのＣＳＲの取組みの奨励(リスクマネジメントの観点からも有効と思われる)。

○ベストプラクティスを含めた情報提供。

○先進的な中小企業は自主的に取り組むことも想定されるので、行政が主導して、非公開中小企業のＣＳＲの評価などは有効かと思われる。都道府県レベルで、地域内のＣＳＲ評価の高い企業を公表すれば、企業ＰＲにもなることから、より普及していくことにつながると思われる。

○各企業が自立的に理解できるような、個々のステークホルダーからの情報発信。

○ＣＳＲ推進アドバイザーのようなものを作り、推進役を担わせる。ＣＳＲ月間などで企業のＣＳＲへの取組みの紹介や評価を実施する。

(出所)経済産業省「企業の社会的責任(ＣＳＲ)に関する懇談会委員アンケート」より抜粋
(Ⅳ)情報提供の意思がなく、ＣＳＲの意義を感じていない発展途上国企業 ― 
(Ⅳ)に属する単位組織の大きな問題点として、企業の経営環境が未整備であることが挙げられる。もちろん、発展途上国の企業にもＣＳＲへの取組みは求められている。しかし、思うようにＣＳＲへの取り組みなされていないのが現状だ。
ＣＳＲが強く求められるだけのインフラ整備を待っていては遅い。短期的な解決を望むのであれば、グリーン調達するなど、強制的にＣＳＲに取り組ませる環境作りに徹する必要がある。これはグローバル企業の重要な責務であり、それこそがＣＳＲである。
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報告組織のバリューチェーン内の単位組織には、持続可能性のリスクまたはインパクトはあるか？





(出所)ＧＲＩ「ＢＯＵＮＤＡＲＹ ＰＲＯＴＯＣＯＬ」
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<報告バウンダリーを定めるためのルール>
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(出所) ＧＲＩ「ＢＯＵＮＤＡＲＹ ＰＲＯＴＯＣＯＬ」





(原出所)環境省「環境にやさしい企業行動調査」各年版


(出所)経済産業省平成16年通商白書
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(原出所)新日本監査法人「ＣＳＲはどのように報告されているか　2004年度版事例集」


(出所)藤井敏彦「ヨーロッパのＣＳＲと日本のＣＳＲ―何が違い、何を学ぶのか。」
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(原出所)新日本監査法人「ＣＳＲはどのように報告されているか　2004年度版事例集」


(出所)藤井敏彦「ヨーロッパのＣＳＲと日本のＣＳＲ―何が違い、何を学ぶのか。」
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(原出所)環境報告書ネットワーク「2001年度環境報告書ネットワーク(ＮＥＲ)研究活動報告書」 


(出所)大和総研「大和レビュー2002年秋季号No.8」
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(原出所)環境報告書ネットワーク「2001年度環境報告書ネットワーク(ＮＥＲ)研究活動報告書」 


(出所)大和総研「大和レビュー2002年秋季号No.8」
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